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代　　表　　者 役職名 代表取締役 社長執行役員 氏名　木村 昌平
問合せ先責任者 役職名 取締役 常務執行役員 氏名　桑原 勝久 ＴＥＬ　（０３）５７７５－８１００
決算取締役会開催日 平成 16 年 11 月 11 日 中間配当制度の有無 無

単元株制度の有無 有(１単元 ５００株)

１．16 年 9 月中間期の業績（平成 16 年 4 月 1 日 ～ 平成 16 年 9 月 30 日）
(1)経営成績 （百万円未満切捨）

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

 16年 9 月中間期  146,753  (  3.4 ) 33,264    (  2.5 ) 34,524 (  5.9 )
 15年 9 月中間期  141,964  (  3.3 ) 32,449    ( 11.3 ) 32,586 (  7.9 )
 16年 3 月期  288,493 64,231 62,156

百万円 ％ 　円　銭

 16年 9 月中間期   21,066 (  7.0 )  93.61
 15年 9 月中間期   19,692 ( 11.2 )  87.49
 16年 3 月期   34,282 151.66
(注) ①期中平均株式数 16年9月中間期 225,046,093株 15年9月中間期 225,074,191株 16年3月期 225,066,405株

②会計処理の方法の変更 無

③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率であります。

(2)配当状況

　円　銭 　円　銭

 16年 9 月中間期 ─── ───

 15年 9 月中間期 ─── ───

 16年 3 月期 ─── 45.00

(3)財政状態 （百万円未満切捨）
株主資本比率

  百万円  百万円 ％  円　銭

 16年 9 月中間期 576,379 408,884 70.9 1,816.94
 15年 9 月中間期 594,250 382,890 64.4 1,701.22
 16年 3 月期 580,547 397,862 68.5 1,767.20

(注) ①期末発行済株式数 16年9月中間期 225,039,324株 15年9月中間期 225,067,936株 16年3月期 225,052,481株

②期末自己株式数 16年9月中間期   8,243,494株 15年9月中間期   8,213,197株 16年3月期   8,228,652株

２．17 年 3 月期の業績予想（平成 16 年 4 月 1 日 ～ 平成 17 年 3 月 31日 ）
１株当たり年間配当金

期　　末
 百万円    百万円 　百万円   円　銭  　円　銭

通　　　期 298,300 64,700   38,300 45.00 45.00
(参考)１株当たり予想当期純利益(通期) 169円74銭
※上記の予想には、本資料発表日現在の将来に関する前提・見通し・計画に基づく予測が含まれており、実際の業績は、

  さまざまなリスク要因や不確実な要素により、記載の予想数値と異なる可能性があります。

－３０－

上 場 会 社 名
コ ー ド 番 号

売 上 高

総 資 産 株 主 資 本

１ 株 当 た り

中 間 配 当 金

１ 株 当 た り

年 間 配 当 金

売 上 高 経 常 利 益 当 期 純 利 益

経 常 利 益

１ 株 当 た り 中 間

( 当 期 ) 純 利 益
中 間 ( 当 期 ) 純 利 益

営 業 利 益

１株当たり株主資本

上 場 取 引 所
本社所在都道府県



中 間 貸 借 対 照 表          
(単位：百万円) 

当 中 間 会 計 期 間 末           

平成16年９月30日 

前 中 間 会 計 期 間 末           

平成15年９月30日 

増 減 

 (△印減) 

前 事 業 年 度 の           

要 約 貸 借 対 照 表           

平成16年３月31日 

            期  別  

 

  科  目                 金   額 構成比 金   額 構成比 金   額 金   額 構成比 

(資 産  の  部)  
％ 
  

％ 
    

％ 
 

Ⅰ 流 動 資 産          

 １．現 金 及 び 預 金  103,828  106,281  △ 2,452 117,302  

 ２．受 取 手 形  232  279  △ 47 292  

 ３．未 収 契 約 料  8,593  8,475   118 8,856  

 ４．売 掛 金  5,146  4,341   805 5,372  

 ５．有 価 証 券  451  7,951  △ 7,499 451  

 ６．た な 卸 資 産  8,241  7,614   626 6,797  

 ７．関 係 会 社 短 期 貸 付 金  27,307  34,501  △ 7,193 19,119  

 ８．そ の 他  36,449  30,599   5,850 34,985  

貸 倒 引 当 金  △ 4,870  △ 4,315  △ 554 △ 5,216  

流 動 資 産 合 計  185,381 32.2 195,728 32.9 △ 10,347 187,961 32.4 

Ⅱ 固 定 資 産          

 １．有 形 固 定 資 産 ※１         

  (1)建 物  25,257  27,848  △ 2,590 25,836  

  (2)警 報 機 器 及 び 設 備  61,933  61,758   174 60,684  

  (3)土 地  36,053  42,098  △ 6,044 36,439  

  (4)そ の 他  9,006  7,658   1,347 8,498  

有 形 固 定 資 産 合 計  132,251 22.9 139,364 23.5 △ 7,112 131,459 22.6 

 ２．無 形 固 定 資 産          

  (1)電 信 電 話 専 用 施 設 利 用 権  182  231  △ 49 207  

  (2)ソ フ ト ウ ェ ア  8,071  9,220  △ 1,148 8,935  

  (3)そ の 他  2,438  2,948  △ 509 2,592  

無 形 固 定 資 産 合 計  10,692 1.9 12,399 2.1 △ 1,707 11,735 2.0 

 ３．投 資 そ の 他 の 資 産          

  (1)投 資 有 価 証 券  24,022  22,915   1,107 23,874  

  (2)関 係 会 社 株 式  157,791  156,293   1,497 157,612  

  (3)関 係 会 社 出 資 金  667  4,015  △ 3,347 667  

  (4)そ の 他  77,069  65,343   11,726 78,543  

貸 倒 引 当 金  △ 11,496  △ 1,809  △ 9,687 △ 11,306  

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計  248,054 43.0 246,757 41.5  1,296 249,391 43.0 

固 定 資 産 合 計  390,998 67.8 398,521 67.1 △ 7,523 392,586 67.6 

資 産 合 計  576,379 100.0 594,250 100.0 △ 17,870 580,547 100.0 
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(単位：百万円) 

当 中 間 会 計 期 間 末           

平成16年９月30日 

前 中 間 会 計 期 間 末           

平成15年９月30日 

増 減 

 (△印減) 

前 事 業 年 度 の           

要 約 貸 借 対 照 表           

平成16年３月31日 

            期  別  

 

  科  目             金   額 構成比 金   額 構成比 金   額 金   額 構成比 

(負 債  の  部)  ％  ％    ％ 

Ⅰ 流 動 負 債          

 １．買 掛 金  2,399  1,432   966 2,160  

 ２．短 期 借 入 金  28,109  49,055  △ 20,945 34,263  

 ３．1年以内返済予定の長期借入金   2,300  1,400   900 1,400  

４．1年 以 内 償 還 予 定 転 換 社 債  14  ―   14 18  

 ５．未 払 金  8,797  8,611   186 10,358  

 ６．未 払 法 人 税 等  12,897  12,441   455 10,570  

 ７．未 払 消 費 税 等  1,269  1,853  △ 584 2,232  

 ８．未 払 費 用  508  586  △ 78 634  

 ９．前 受 契 約 料  21,764  21,914  △ 149 21,247  

 10．賞 与 引 当 金  4,984  4,817   166 4,710  

 11．そ の 他  32,668  32,919  △ 250 40,422  

   流 動 負 債 合 計  115,712 20.1 135,032 22.7 △ 19,319 128,019 22.1 

Ⅱ 固 定 負 債          

 １．社 債  30,000  30,000   ― 30,000  

 ２．転 換 社 債  ―  18  △ 18 ―  

３．長 期 借 入 金  ―  2,300  △ 2,300 2,300  

 ４．預 り 保 証 金  16,957  16,846   111 17,009  

 ５．退 職 給 付 引 当 金  4,825  27,163  △ 22,337 5,356  

   固 定 負 債 合 計  51,783 9.0 76,327 12.9 △ 24,544 54,665 9.4 

   負 債 合 計  167,495 29.1 211,359 35.6 △ 43,863 182,684 31.5 

        
(資 本  の  部)          

Ⅰ 資 本 金  66,370 11.5 66,368 11.2  2 66,368 11.4 

Ⅱ 資 本 剰 余 金          

 １．資 本 準 備 金  82,546  82,544   1 82,544  

   資 本 剰 余 金 合 計  82,546 14.3 82,544 13.9  1 82,544 14.2 

Ⅲ 利 益 剰 余 金          

 １．利 益 準 備 金  9,028  9,028   ― 9,028  

 ２．任 意 積 立 金  3,037  3,038  △ 1 3,038  

 ３．中 間 ( 当 期 ) 未 処 分 利 益  290,129  264,902   25,227 279,338  

   利 益 剰 余 金 合 計  302,195 52.4 276,969 46.6  25,226 291,405 50.2 

Ⅳ その他有価証券評価差額金  2,236 0.4 1,343 0.2  893 1,944 0.3 

Ⅴ 自 己 株 式  △ 44,465 △ 7.7 △ 44,335 △ 7.5 △ 130 △ 44,400 △  7.6 

   資 本 合 計  408,884 70.9 382,890 64.4  25,993 397,862 68.5 

   負 債 資 本 合 計  576,379 100.0 594,250 100.0 △ 17,870 580,547 100.0 
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中 間 損 益 計 算 書          
(単位：百万円) 

当 中 間 会 計 期 間           

自 平成16年４月１日

至 平成16年９月30日
 

前 中 間 会 計 期 間           

自 平成15年４月１日

至 平成15年９月30日
 

    増 減 

    (△印減) 

前 事 業 年 度 の           

要 約 損 益 計 算 書           

自 平成15年４月１日

至 平成16年３月31日
 

          

            期  別  

  科  目  

               金   額 百分比 金   額 百分比 金   額 増減率 金   額 百分比 

Ⅰ 契 約 関 係 収 入 及 び 売 上 高  146,753 
％ 

100.0 141,964 
％ 

100.0 4,789 
％ 

3.4 288,493 
％ 

100.0 

Ⅱ 契約関係収入原価及び売上原価  79,855 54.4 76,853 54.1 3,002 3.9 159,018 55.1 

   売 上 総 利 益  66,897 45.6 65,111 45.9 1,786 2.7 129,475 44.9 

Ⅲ 販 売 費 及 び 一 般 管 理 費  33,632 22.9 32,661 23.0 971 3.0 65,244 22.6 

   営 業 利 益  33,264 22.7 32,449 22.9 815 2.5 64,231 22.3 

Ⅳ 営 業 外 収 益 ※１ 3,959 2.7 3,514 2.5 445 12.7 4,817 1.6 

Ⅴ 営 業 外 費 用 ※２ 2,700 1.9 3,376 2.4 △ 676 △ 20.0 6,892 2.4 

   経 常 利 益  34,524 23.5 32,586 23.0 1,937 5.9 62,156 21.5 

Ⅵ 特 別 利 益 ※３ 155 0.1 2,063 1.4 △ 1,908 △ 92.5 25,462 8.8 

Ⅶ 特 別 損 失 ※４ 812 0.5 2,470 1.7 △ 1,657 △ 67.1 29,860 10.3 

   税 引 前 中 間 ( 当 期 ) 純 利 益  33,866 23.1 32,180 22.7 1,686 5.2 57,758 20.0 

   法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税  12,489 8.5 12,447 8.8 42 0.3 21,205 7.3 

法 人 税 等 調 整 額  310 0.2 40 0.0 269 670.7 2,270 0.8 

   中 間 （ 当 期 ） 純 利 益  21,066 14.4 19,692 13.9 1,374 7.0 34,282 11.9 

   前 期 繰 越 利 益  269,062  245,210  23,852  245,210  

合 併 に よ る 子 会 社 

出 資 金 消 却 額 
 ―  ―  ―   154  

   中 間 ( 当 期 ) 未 処 分 利 益  290,129  264,902  25,227  279,338  
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

 

１．資産の評価基準及び評価方法 
(1)有価証券 

①子会社株式及び関連会社株式 
  移動平均法による原価法 
②その他有価証券 
  時価のあるもの 

株式及び受益証券･･････中間決算末日前１ヶ月の市場価格等の平均に基づく時価法 
そ れ 以 外 ･･････････中間決算末日の市場価格等に基づく時価法 
なお、評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定し
ております。 

  時価のないもの 
移動平均法による原価法 
      

(2)たな卸資産 
商品・貯蔵品････移動平均法に基づく原価法 
 

２．固定資産の減価償却の方法 
(1)有形固定資産････定 率 法 

ただし、平成 10 年４月１日以降取得した建物（建物附属設備を除く）については、定額法
によっております。なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

     建物            22～50 年 
     警報機器及び設備     5 年 

(2)無形固定資産････定 額 法 
なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定
額法によっております。 

(3)長期前払費用････定 額 法 
なお、警備契約先における機器設置工事費のうち、契約先からの受取額を超える部分は「長
期前払費用」として処理し、契約期間（５年）に基づく定額法によっております。 

 
３．引当金の計上基準 
(1)貸倒引当金 

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒
懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上してお
ります。 

(2)賞与引当金 
従業員に対する賞与の支給に備え、支給見込額のうち当中間会計期間に負担する金額を計上
しております。 

(3)退職給付引当金 
従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ
き、当中間会計期間末において発生していると認められる額を計上しております。 
過去勤務債務及び数理計算上の差異は、発生年度に全額損益処理しております。 
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４．リース取引の処理方法 
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引に
ついては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 
 

５．その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 
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注  記  事  項 

 （中間貸借対照表関係） 
  ※１．有形固定資産減価償却累計額    168,307 百万円 

  
 ２．偶 発 債 務 
  下記の会社、従業員の借入金及びリース等の未払額について債務保証を行っております。 

(有)恵那ｱｰﾊﾞﾝﾌﾟﾛﾊﾟﾃｨｰｽﾞ            
医 療 法 人  渓 仁 会              
(有)阿寒ｱｰﾊﾞﾝﾌﾟﾛﾊﾟﾃｨｰｽﾞ            
セコムホームライフ           (株) 
宮 城 ネ ッ ト ワ ー ク           (株) 
医 療 法 人  誠 馨 会              
(有)蔵王ｱｰﾊﾞﾝﾌﾟﾛﾊﾟﾃｨｰｽﾞ            
大 江 戸 温 泉 物 語(株) 
そ の 他             １１  社 
従 業 員              
ﾘｰｽ等による商品の購入者              

     16,750 百万円 
    5,774 

5,750 
    2,534 

 1,803 
    1,554 
   1,500 
    1,350 
    2,350 
     266 

8 
合     計      39,642 

        
      ３．消費税等の取扱い 
        仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺のうえ、未払消費税等として表示しております。 

 
 

 （中間損益計算書関係） 
※１．営業外収益の主要項目 

受 取 利 息             
受 取 配 当 金             
 

          510 百万円 
       3,124 百万円 

 
※２．営業外費用の主要項目 

支 払 利 息             
社 債 利 息             
固 定 資 産 売 却 廃 棄 損             

         200 百万円 
          79 百万円 
        866 百万円 

 
※３．特別利益の主要項目 

固 定 資 産 売 却 益                     148 百万円 

 
※４．特別損失の主要項目 

ソ フ ト ウ ェ ア 除 却 損                     271 百万円 

投 資 有 価 証 券 評 価 損                      211 百万円 

 
 ５．減価償却実施額 

有 形 固 定 資 産             
無 形 固 定 資 産             

      11,131 百万円 
       1,364 百万円 

 
   ６．中間会計期間に係る納付税額及び法人税等調整額は、当期において予定している利益 
       処分による買換資産圧縮積立金取崩しを前提として、当中間会計期間に係る金額を計 
       算しております。 
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（リース取引関係） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 
 
 （借手側） 
① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び中間期末(期末)残高相当額  

            当中間会計期間  前中間会計期間  前事業年度 

・取得価額相当額 
建 物           
車 両           
器 具 備 品           

 5,184 百万円 
2,909 
4,441 

 5,184 百万円 
  2,113 
4,732 

 5,184 百万円 
  2,776 
  4,468 

     計  12,536   12,031   12,430 
・減価償却累計額相当額   

建 物           
車 両           
器 具 備 品           

 1,460 百万円 
1,177 
2,213 

 1,280 百万円 
966 

1,815 

 1,370 百万円 
  1,087 
  1,875 

     計   4,851    4,062    4,333 
・中間期末(期末)残高相当額   

建 物           
車 両           
器 具 備 品           

 3,724 百万円 
1,732 
2,228 

 3,904 百万円 
1,146 
2,917 

  3,814 百万円 
  1,689 
  2,593 

     計  7,685    7,968    8,097 
 

② 未経過リース料中間期末(期末)残高相当額 
        当中間会計期間  前中間会計期間  前事業年度 
１ 年 以 内           
１ 年 超           

 1,653 百万円 
6,830 

 1,563 百万円 
7,125 

 1,663 百万円 
7,194 

   合   計  8,484  8,689  8,858 
 

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 
        当中間会計期間  前中間会計期間  前事業年度 
支 払 リ ー ス 料           
減 価 償 却 費 相 当 額           
支 払 利 息 相 当 額           

 1,075 百万円 
945 
167 

 1,033 百万円 
  903 
170 

 2,101 百万円 
1,840 
341 

 
 

④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 
・減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 
・利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分方
法については、利息法によっております。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

                                           －３７－ 



 
 

２．オペレーティング・リース取引 
（１）借手側     当中間会計期間  前中間会計期間  前事業年度 

未 経 過 リ ー ス 料           
１ 年 以 内           
１ 年 超           

  
1,666 百万円 
27,076  

  
1,666 百万円 
28,742 

  
1,666 百万円 
27,909 

   合   計  28,742  30,409  29,576 

   
（２）貸手側     当中間会計期間  前中間会計期間  前事業年度 

未 経 過 リ ー ス 料           
１ 年 以 内           
１ 年 超           

  
819 百万円 

10,619 

  
819 百万円 

11,439 

  
819 百万円 

11,029 
   合   計  11,439   12,258  11,848 

 
 

（有価証券関係） 
子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 
 
当中間会計期間末(平成 16 年 9 月 30 日) 

種   類 中間貸借対照表計上額 時   価 差   額 

子会社株式       20,542 百万円 62,182 百万円 41,640 百万円 
関連会社株式           14,354         52,532         38,177 

合   計          34,896        114,715         79,818 

   
前中間会計期間末(平成 15 年 9 月 30 日) 

種   類 中間貸借対照表計上額 時   価 差   額 

子会社株式       20,542 百万円 55,371 百万円 34,829 百万円 
関連会社株式         14,354         35,250         20,896 

合   計         34,896         90,622         55,725 
   
前事業年度末(平成 16 年 3 月 31 日) 

種   類   貸借対照表計上額 時   価 差   額 

子会社株式       20,542 百万円 65,330 百万円 44,788 百万円 
関連会社株式         14,354         44,025         29,670 

合   計         34,896        109,356         74,459 
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